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(57)【要約】
【課題】摩擦材の原料混合時における粉塵や偏析の発生
を防止でき、バインダーにフェノール樹脂を使用した場
合であっても摩擦材が劣化し難く、製造工程を安全、迅
速かつ低コストで行なえる摩擦材の製造方法を提供する
。
【解決手段】ハイオルソフェノール樹脂、消石灰および
３～１０重量％の水、を含有する摩擦材原料を攪拌する
混合工程Ａと、混合工程Ａで得られた混合粉を常温で所
望の形状に成形する成形工程Ｂと、を有する摩擦材の製
造方法。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ハイオルソフェノール樹脂、消石灰および３～１０重量％の水、を含有する摩擦材原料
を攪拌する混合工程と、
　前記混合工程で得られた混合粉を常温で所望の形状に成形する成形工程と、を有する摩
擦材の製造方法。
【請求項２】
　前記成形工程を１～６０秒で行なう請求項１に記載の摩擦材の製造方法。
【請求項３】
　前記水に界面活性剤を添加してある請求項１又は２に記載の摩擦材の製造方法。
【請求項４】
　前記摩擦材原料に含水繊維を添加してある請求項１～３の何れか一項に記載の摩擦材の
製造方法。
【請求項５】
　前記成形工程の後、成形した混合粉を板状部材に当接させて加熱する加熱工程を行う請
求項１～４の何れか一項に記載の摩擦材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば車両等のディスクブレーキ用パッドに使用する摩擦材の製造方法に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、車両等のブレーキパッドやブレーキシュー等に使用される摩擦材の製造方法とし
ては、乾式法および湿式法が知られている。
　当該乾式法は、例えばフェノール樹脂等の熱硬化性樹脂結合材、ガラス繊維、アラミド
繊維等の繊維基材及びゴムダスト、カシューダスト、金属粉等の摩擦調整剤等の全原料粉
末を均一に混合し、この原料混合物を金型内で予備成形し、例えば裏板をセットした金型
に移して加熱・加圧して裏板と一体成形している。
　一方、湿式法は、全原料粉末を溶剤の存在下で均一に混合、湿潤化し、この湿潤原料混
合物を乾燥後、加熱・加圧成形している（例えば特許文献１）。
【０００３】
　一般に、摩擦材の原料は粉末状であるものが多く、乾式法を実行した場合、例えば摩擦
材原料を混合機で混合した後に混合物を取り出す際には粉塵が発生し、作業環境が悪化す
る場合がある。また、粒径の大きく異なる粉末を同時に混合した場合は、大粒径の粉末が
下層、小粒径の粉末が上層に偏る偏析が発生して分散不良を引き起こし、均質な摩擦材が
得られ難くなることがある。
　このような粉塵の発生や偏析を防止するためには、有機溶剤等の液体を原料混合時に原
料と共に投入して混合・撹拌する湿式法を行なうとよい場合がある。しかし、トルエン、
メタノール、アセトン、メチルエチルケトン等の有機溶剤を投入する場合には、火災等の
危険性、人体への悪影響が問題となり、作業環境上、好ましくない。
【０００４】
　例えば特許文献２には、上記有機溶剤に替えて、湿式法で使用する液体として樹脂等を
溶解しない水を用い、バインダレジンであるフェノール樹脂をマイクロカプセル化する摩
擦材の製造方法が記載してある。
　湿式法で水を使用した場合、ｐＨ調整剤として添加される消石灰（水酸化カルシウム：
Ｃａ（ＯＨ）2）が溶出し、摩擦材のバインダレジンとしてフェノール樹脂が使用された
場合に摩擦材原料を混合した混合粉が赤化劣化して摩擦材の強度に影響を及ぼす虞がある
。しかし、特許文献２の技術では、バインダレジンであるフェノール樹脂をマイクロカプ
セル化することで、当該バインダレジンが水や消石灰と接触するのを防止できる。よって
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、フェノール樹脂が赤化劣化を防止することができ、摩擦材の強度が低下するのを未然に
防止することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許３１７３８９１号公報
【特許文献２】特開平３－１７７４８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１に記載の湿式法では、湿潤原料混合物を乾燥後、加熱・加圧成形しているが
、当該加熱・加圧成形工程では、樹脂の硬化に数分を要していた。摩擦材の製造過程にお
いては、製造効率を鑑みると、できるだけ迅速に行なえるのが望ましい。
【０００７】
　また、特許文献２に記載のようにバインダレジンをマイクロカプセル化する手法では、
当該カプセル化を行なうため製造コストが嵩むこととなる。フェノール樹脂が赤化劣化す
るのを防止するため、消石灰をカプセル化する手法も考えられるが、この手法もカプセル
化するため製造コストが嵩む。また、このようにカプセル化することによって、摩擦材の
摩擦性能が低下する虞もある。
【０００８】
　特許文献２に記載の湿式法では、例えば摩擦材原料を混合しているところに水を噴霧し
ている。この手法では、混合機の内壁に水が付着することにより摩擦材原料が当該内壁に
付着し易くなり、摩擦材の収率の悪化や、当該混合機の清掃に労力を要するといった問題
がある。さらに、水を噴霧する場合は、混合している摩擦材原料の表面のみが湿潤するた
め、添加する水の割合によっては、摩擦材原料を均一に混合するのが困難となり、その結
果、やはり偏析が発生する虞があった。
【０００９】
　従って、本発明の目的は、摩擦材の原料混合時における粉塵や偏析の発生を防止でき、
バインダーにフェノール樹脂を使用した場合であっても摩擦材が劣化し難く、製造工程を
安全、迅速かつ低コストで行なえる摩擦材の製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記目的を達成するための本発明に係る摩擦材の製造方法の第一特徴構成は、ハイオル
ソフェノール樹脂、消石灰および３～１０重量％の水、を含有する摩擦材原料を攪拌する
混合工程と、前記混合工程で得られた混合粉を常温で所望の形状に成形する成形工程と、
を有する点にある。
【００１１】
　本構成においては、摩擦材原料にバインダーとしてハイオルソフェノール樹脂を使用し
ている。摩擦材原料には、例えばブレーキディスクロータとの錆固着対策として消石灰を
添加する。当該ハイオルソフェノール樹脂は、その構造上、耐アルカリ性に優れている。
そのため、消石灰と水を添加してアルカリ性となる混合粉にハイオルソフェノール樹脂を
添加しても、直ちにハイオルソフェノール樹脂が赤化劣化することはない。また、ハイオ
ルソフェノール樹脂は、従来の摩擦材で使用されるフェノール樹脂よりも硬化速度が速い
。そのため、摩擦材を迅速に製造することができる。
【００１２】
　通常、摩擦材は混合した摩擦材原料を加熱することで硬化する。本発明のように、水に
よって摩擦材原料を湿潤化させて消石灰が共存できる状態にすると、ある程度の流動性お
よび成形性を有することとなる。即ち、本発明の成形工程は常温で行い、加熱を行なわな
いため混合粉を成形した常温成形品は硬化しないが、当該常温成形品は完全に硬化した状
態ではなく、成形した所定の形状を崩すことなく維持できる状態となっている。
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【００１３】
　このように常温成形品が成形した形を維持できるようにするためには、添加する水分量
が重要となる。本発明では、添加する水を常温成形品の３～１０重量％となるように調整
する。含水量を本構成の範囲で設定すると、常温での成形に良好な流動性および成形性を
呈するようになり、バックリング（変形）することなく常温で成形することが可能となる
。当該含水量が３重量％より少ない場合、混合粉は流動性が不足し、常温成形時のバック
リング抑制効果が小さくなり、良好に成形するのが困難となる。当該含水量が１０重量％
より多い場合、混合粉の流動性が大きくなって泥状となり、良好に成形するのが困難とな
る。この場合、混合粉を乾燥する工程が必要となり、迅速に摩擦材を製造できない。
【００１４】
　また、本発明は水を使用した湿式の摩擦材の製造方法であるため、製造工程を安全に行
なうことができ、例えば摩擦材原料の混合時および混合後に混合物を取り出す際に粉塵が
発生するのを抑制できる。さらに、適切な含水量で混合して混合粉を作製できるため、摩
擦材原料を均一に混合し易くなり、その結果、偏析の少ない均質性に優れた摩擦材を製造
することができる。
【００１５】
　本発明に係る摩擦材の製造方法の第二特徴構成は、前記成形工程を１～６０秒で行なう
点にある。
【００１６】
　本構成によれば常温で短時間の成形処理を行なうだけでよいため、例えば特許文献１に
記載のように加熱・加圧成形工程で数分間要していた時間を大幅に短縮することができる
。このように、加熱に要していたエネルギーを節約することができるため、低コストかつ
迅速に摩擦材を製造することができる。このように加熱エネルギーを節約できることで、
二酸化炭素の排出量を抑制できるため、環境問題に配慮した摩擦材の製造方法となる。
【００１７】
　本発明に係る摩擦材の製造方法の第三特徴構成は、前記水に界面活性剤を添加した点に
ある。
【００１８】
　本構成によれば、摩擦材原料を混合する際に、添加された界面活性剤の界面活性作用に
よって当該摩擦材原料の各成分をより確実に混合することができる。
【００１９】
　本発明に係る摩擦材の製造方法の第四特徴構成は、前記摩擦材原料に含水繊維を添加し
た点にある。
【００２０】
　本構成によれば、摩擦材原料に予め含水した繊維を添加することができる。上述したよ
うに、湿式法においては、摩擦材原料を混合しているところに水を噴霧しているが、この
手法では、混合機の内壁に水が付着するため摩擦材原料が当該内壁に付着し易くなったり
、偏析が発生する虞がある。しかし、本構成では、予め含水した繊維を摩擦材原料に添加
することで噴霧する水の量を減らすことができるため、混合機の内壁に水を付着し難くす
ることができる。その結果、摩擦材原料が混合機の内壁に付着し難くなり、摩擦材の収率
の悪化や当該混合機の清掃に労力を要するという不都合が発生するのを未然に防止するこ
とができる。
【００２１】
　また、混合工程を行なうに際して含水繊維を添加して混合すると、水を噴霧したときの
ように摩擦材原料の表面だけでなく、摩擦材原料の全体に水分を浸透させ易くなるため、
摩擦材原料をより均一に混合し易くなる。その結果、より粉塵の発生を抑制でき、かつ偏
析の少ない均質性に優れた摩擦材を製造することができる。
【００２２】
　尚、含水繊維に含まれる水および噴霧などによって供給する水の量の総量が、最終的に
混合粉の３～１０重量％となるようにすればよい。
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【００２３】
　本発明に係る摩擦材の製造方法の第五特徴構成は、前記成形工程の後、成形した混合粉
を板状部材に当接させて加熱する加熱工程を行う点にある。
【００２４】
　本構成によれば、混合粉を成形した常温成形品と板状部材とを圧接させて加熱処理を行
うことによって、常温成形品と板状部材とを接着すると同時に、常温成形品を硬化させる
ことができる。このとき、常温成形品と板状部材とを圧接方向のみに加圧すれば、常温成
形品の側方から水分および硬化反応時に発生するガスをスムーズに放出することができる
。そのため、加熱処理時に成形品に亀裂が発生する虞は殆どない。
【００２５】
　さらに、通常、特許文献１に記載の湿式法のように、加熱成形を行なって摩擦材原料を
混合した混合粉を硬化させているところ、本発明では、常温成形後に加熱処理を行ってい
る。即ち、製造ラインにおいて、数分の加熱成形を行なっている間は加圧が必要で金型か
ら取り出すことができないため、この工程が製造上の律速過程となり、製造効率が低下す
る。しかし、本発明では、常温の成形工程を数秒間行なって常温成形品の成形のみを行う
ため、成形機に成形品（常温成形品）を載置する時間を短縮できる。よって、成形機にて
成形工程を行なえるサイクルが大幅に増大するため、製造効率が向上する。成形のみを行
なった常温成形品は、後に行なう加熱工程でまとめて加熱して硬化処理を行うとよい。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明の摩擦材の製造工程の工程概略を示した流れ図である。
【図２】摩擦材を有するブレーキパッドの断面図である。
【図３】本発明の摩擦材の製造工程の詳細な工程を示した流れ図である。
【図４】従来の摩擦材の製造工程を示した流れ図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて説明する。
　本発明の摩擦材の製造方法（図１）によって製造された摩擦材は、例えば車両等のディ
スクブレーキ用パッドに適用できるが、これに限られるものではない。その他、例えば、
ブレーキシュー等、従来公知の摩擦材が適用できるものに適用することができる。製造さ
れた摩擦材１０は、金属板などの板状部材（裏板）２０と一体化してブレーキパッド１０
０として使用する（図２）。
【００２８】
　本発明の摩擦材の製造方法は、ハイオルソフェノール樹脂、消石灰および３～１０重量
％の水、を含有する摩擦材原料を攪拌する混合工程Ａと、当該混合工程で得られた混合粉
を常温で所望の形状に成形する成形工程Ｂと、を有する（図１）。
【００２９】
　摩擦材原料は、摩擦材を製造する上で混合する全ての材料をいう。当該摩擦材原料とし
ては特に限定されないが、例えば繊維基材、摩擦調整材、充填材、バインダー等を混合し
たもの等、一般に使用されるものが適用できる。
【００３０】
　繊維基材として、繊維成分として使用されるものにはアラミド繊維、セルロース繊維、
アクリル繊維等の有機繊維、ガラス繊維、ロックウ－ル、セラミックス繊維等の無機繊維
、銅、青銅、アルミニウム、黄銅等の金属繊維が例示される。これらを単独または２種類
以上組み合わせて使用することができる。繊維基材の配合割合は特に限定されるものでは
ないが、摩擦材原料の３～５重量％程度となるように添加すればよい。
【００３１】
　これら繊維基材は、予め含水させた状態として摩擦材原料に添加してもよい。当該含水
繊維としては、含水有機繊維を使用するのが好ましい。含水繊維を摩擦材原料に添加する
ことで噴霧する水の量を減らすことができるため、混合機の内壁に噴霧した水を付着し難
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くすることができる。その結果、摩擦材原料が混合機の内壁に付着し難くなり、摩擦材の
収率の悪化や当該混合機の清掃に労力を要するという不都合が発生するのを未然に防止す
ることができる。また、混合工程を行なうに際して含水繊維を添加して攪拌すると、水を
噴霧したときより摩擦材原料の全体に水分を浸透させ易くなるため、摩擦材原料をより均
一に混合し易くなる。その結果、より粉塵の発生を抑制でき、かつ偏析の少ない均質性に
優れた摩擦材を製造することができる。
【００３２】
　含水繊維を使用した場合は、含水繊維に含まれる水および噴霧などによって供給する水
の量の総量が、最終的に混合粉を成形した混合粉の３～１０重量％となるようにすればよ
い。このとき、摩擦材原料に添加する水の全てを含水繊維によって供給するように構成し
てもよい。
【００３３】
　摩擦調整剤としては、例えばカシューダスト、ゴムダスト等のフリクションダスト、炭
酸カルシウム、硫酸バリウム、酸化マグネシウム、酸化ジルコニウム、マイカ粉末、黒鉛
、二硫化モリブデン、セラミック、銅粉、真ちゅう粉、亜鉛粉、アルミニウム粉、発泡バ
ーミキュライト、チタン酸カリウム、酸化鉄、ジルコニア、マグネシア等が挙げられる。
これらを単独または２種類以上組み合わせて使用することができる。摩擦調整剤の配合割
合は特に限定されるものではないが、摩擦材原料の３～３０重量％程度となるように添加
すればよい。
【００３４】
　充填材としては、消石灰（水酸化カルシウム）、炭酸カルシウム等が挙げられる。これ
らを単独または２種類以上組み合わせて使用することができる。充填材の配合割合は特に
限定されるものではないが、摩擦材原料の２～２５重量％程度となるように添加すればよ
い。
【００３５】
　消石灰は、例えばブレーキディスクロータとの錆固着対策として、摩擦材原料にｐＨ調
整剤として配合する。水・消石灰・ハイオルソフェノール樹脂が混ざり合うと粘性が生じ
、常温成形が可能な混合粉となる。しかし、この状態で混合を続けると、当該混合粉が混
合機内に付着したり、発熱が生じる虞がある。そこで、消石灰は他の原材料と同時に混合
するのではなく、当該他の原料を混合した後に投入して混合する二段階混合を行なうのが
よい。このように二段階混合を行なうことで、混合工程Ａを行なっている間において、摩
擦材原料中に消石灰が存在する時間を意図的に短くすることができる。即ち、消石灰を添
加するまでは粘性の低い状態で摩擦材原料を攪拌できるため、混合機の内壁に摩擦材原料
が付着し難くなる。
【００３６】
　バインダーとしては、ハイオルソフェノール樹脂を使用する。当該ハイオルソフェノー
ル樹脂はノボラック型のフェノール樹脂でもよい。ハイオルソフェノール樹脂の配合割合
は特に限定されるものではないが、摩擦材原料の１０～２０重量％程度となるように添加
すればよい。
【００３７】
　ハイオルソフェノール樹脂の原料として用いられるフェノール類は特に限定されないが
、フェノール、クレゾール及びこれらの混合物が多く用いられる。他に、キシレノール、
エチルフェノール、ブチルフェノール、アルキルフェノール、ハロゲン化フェノール、１
価フェノール類、多価フェノール類などが挙げられ、これらを単独または２種類以上組み
合わせて使用することができる。
　また、ハイオルソフェノール樹脂の原料として用いられるアルデヒド類は特に限定され
ないが、例えば、ホルムアルデヒド、パラホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、トリオ
キサン、クロラール、プロピオンアルデヒド、ポリオキシメチレン、ヘキサメチレンテト
ラミン、等が挙げられる。これらを単独または２種類以上組み合わせて使用することがで
きる。
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【００３８】
　本発明では、フェノール類のフェノール性水酸基に対する、アルデヒド類に由来するメ
チレン基又は置換メチレン基の結合位置の比率（オルソ結合率）が、５０～９８％である
ものを用いることができる。また、本発明で使用できるハイオルソフェノール樹脂の分子
量は特に限定されないが、例えば平均分子量が２００～３０００であるものを使用すると
よい。
【００３９】
　本発明は摩擦材を、水を使用した湿式で製造するため、耐アルカリ性を有するハイオル
ソフェノール樹脂を使用する。そのため、消石灰を添加してアルカリ性となる混合粉にハ
イオルソフェノール樹脂を添加しても、ハイオルソフェノール樹脂が赤化劣化することは
ない。
【００４０】
　水は、常温成形品の３～１０重量％となるように添加する。含水量を本構成のように設
定すると、常温での成形に良好な流動性および成形性を呈するようになり、バックリング
（変形）することなく常温で成形することが可能となる。
【００４１】
　水には、例えば界面活性剤や粘性付与剤などを添加してもよい。
　水に界面活性剤を添加すれば、摩擦材原料を混合する際に、添加された界面活性剤の界
面活性作用によって当該摩擦材原料の各成分をより確実に混合することができる。当該界
面活性剤は、イオン系および非イオン系の何れを使用してもよい。界面活性剤としては、
アルキル硫酸エステルナトリウム、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、アルキルアミ
ンオキシドなど、公知のものを使用することができる。これらを単独または２種類以上組
み合わせて使用することができる。界面活性剤の配合割合は特に限定されるものではない
が、０．２～０．５重量％程度となるように添加すればよい。
　また、水に粘性付与剤を添加すれば水に粘性を付与することができるため、例えば混合
工程時に摩擦材原料の粉塵が発生し、作業環境が悪化するのを確実に防止することができ
る。また、粘性付与剤を添加することで、摩擦材の強度を向上させることができる。当該
粘性付与剤としてはポリエチレンオキサイド、ポリアクリル酸ソーダ、メチルセルローズ
及びこれらの混合物等が使用できる。これらを単独または２種類以上組み合わせて使用す
ることができる。粘性付与剤の配合割合は特に限定されるものではないが、０．２～０．
５重量％程度となるように添加すればよい。
【００４２】
　混合工程Ａは、上述した繊維基材、摩擦調整材、充填材（消石灰）、バインダー（ハイ
オルソフェノール樹脂）を混合手段に投入して混合し、混合粉を作製する。例えば摩擦材
原料をヘンシェルミキサー等の混合機（混合手段）に投入する。このとき、水は、例えば
混合が終了した後続けて一度に投入してもよいし、何度かに分割してあるいは少量ずつ連
続して投入してもよい。また、水を摩擦材料に投入して、混合する際に摩擦材原料が造粒
されるようにしてもよい。
【００４３】
　混合工程Ａは、常温で行なう必要があるため、摩擦材原料を混合機にて混合する際には
、当該混合機は昇温しないように冷却手段によって冷却するとよい。
【００４４】
　本発明のように、水によって摩擦材原料を湿潤化させて樹脂と消石灰が共存できる状態
にすると、ある程度の流動性および成形性を有することとなる。
【００４５】
　本発明の成形工程Ｂは常温で行ない、加熱を行なわないため混合粉を成形した常温成形
品は硬化しないが、当該常温成形品は完全に硬化した状態ではなく、成形した所定の形状
を崩すことなく維持できる状態となっている。成形は、例えばプレス成形が行なえる成形
機（図外）等によって行なうとよい。
【００４６】
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　成形工程は１～６０秒、好ましくは２～２０秒で行なうとよい。このように、本発明で
は、常温で短時間の成形処理を行なうだけでよいため、従来の加熱・加圧成形工程で数分
間要していた時間を大幅に短縮することができる。このように、加熱に要していたエネル
ギーを節約することができるため、低コストかつ迅速に摩擦材を製造することができる。
【００４７】
　成形工程の後、成形した混合粉（常温成形品）１０を裏板２０に当接させて加熱する加
熱工程Ｃを行う（図１，２）。常温成形品１０は、接着剤３０を介して裏板２０に接着す
るとよい。裏板２０は、例えば金属製プレートを使用する。
【００４８】
　当該加熱工程Ｃでは、例えば１５０～２３０℃、５～１２０分の加熱条件で行なうとよ
いが、この条件に限られるものではなく、バインダーとして添加したハイオルソフェノー
ル樹脂が溶融した後に硬化する温度および時間条件であれば適用できる。
【００４９】
　加熱工程Ｃでは、常温成形品１０および裏板２０をクランプさせることによって当接さ
せるとよい。このとき使用するクランプ治具は、予め、加熱温度に近い温度まで予熱して
おくとよい。これにより、常温成形品１０および裏板２０をスムーズに加熱することがで
き、常温成形品１０および裏板２０の接着、常温成形品１０の硬化をスムーズに行なうこ
とができる。
【００５０】
　常温成形品１０と裏板２０とを圧接させて加熱処理を行うことによって、常温成形品１
０と裏板２０とを接着すると同時に、常温成形品１０を硬化させることができる。このと
き、常温成形品１０の一方側に裏板２０を接着し、常温成形品１０と裏板２０とを圧接方
向のみに加圧すれば、常温成形品１０の側方から水分および硬化反応時に発生するガスを
スムーズに放出することができる。そのため、加熱処理時に成形品に亀裂が発生する虞は
殆どない。
【００５１】
　本発明のように、常温での成形工程Ｂの後に加熱工程Ｃを行うと、常温成形後に常温成
形品１０を乾燥して水分を抜く必要がないため、乾燥処理に要する時間を省ける分、迅速
に摩擦材を製造することができる。
【００５２】
　常温の成形工程Ｂを数秒間行なって常温成形品１０の成形のみを行うため、成形機に常
温成形品１０を載置する時間を短縮できる。よって、成形機にて成形工程を行なえるサイ
クルが大幅に増大するため、製造効率が向上する。成形のみを行なった常温成形品１０は
、後に行なう加熱工程でまとめて加熱して硬化処理を行うとよい。このように本発明では
、製造ラインにおいては、多数の成形機を準備する必要がないため、成形工程Ｂにおける
製造ラインをコンパクトにすることができる。
【実施例】
【００５３】
（実施例１）
　本発明の摩擦材の製造方法の実施例について説明する（図３）。
　摩擦材原料の各成分を計量した後、ヘンシェルミキサーに投入して混合工程Ａを行なっ
た。混合工程Ａでは、二段階の混合を行なった。即ち、第一混合工程ａ１では、消石灰以
外の摩擦材原料（ハイオルソノボラックフェノール樹脂、水、アラミド繊維、摩擦調整剤
）を１０分間混合し、続いて第二混合工程ａ２では、消石灰（充填材）を添加して２分間
の混合を行なった。混合して作製した混合粉を計量した後、常温成形（成形工程Ｂ）を１
０秒間行なった。
【００５４】
　板状部材２０においては、常温成形品１０を載置する側に接着剤を塗布し、乾燥させる
。
【００５５】



(9) JP 2012-121991 A 2012.6.28

10

20

30

　裏板２０に常温成形品１０を載置し、１６０℃、１０分間のクランプ熱処理（加熱工程
Ｃ）を行ない、硬化した摩擦材を製造した。その後、当該摩擦材に対して粉体塗装、熱処
理（２１０℃、３０分）、表面加工（面取り加工、スリット加工、平面研磨）、ロット刻
印の諸工程を行なった。
　尚、本実施例１では、常温成形品１０を裏板２０に載置して加熱工程Ｃを行なったが、
未成形の混合粉を裏板２０に載置して常温成形を行ない、加熱工程Ｃを行なってもよい（
図３：破線部）
【００５６】
（参考例）
　一方、従来の摩擦材の製造方法の実施例について説明する（図４）。
　摩擦材原料の各成分を計量した後、ヘンシェルミキサーに投入して混合工程を行なった
。当該混合工程では、全ての摩擦材原料（ランダムノボラックフェノール樹脂、アラミド
繊維、摩擦調整剤、充填材）を混合して１４分の混合を行った。混合して作製した混合粉
を計量した後、当該混合粉の予備成形を行なった。
【００５７】
　裏板においては、混合粉を載置する側に接着剤を塗布し、乾燥させた。
【００５８】
　裏板に予備成形した混合粉を載置し、１６０℃、２６０秒間の熱成形を行ない、硬化し
た摩擦材を製造した。その後、当該摩擦材に対して粉体塗装、熱処理（２１０℃、６０分
）、表面加工、ロット刻印の諸工程を行なった。
【００５９】
（実施例２）
　実施例１に記載した摩擦材の製造方法によって、摩擦材原料の成分を種々変更して摩擦
材を製造した。このとき、製造時の粉塵の飛散や混合粉（常温成形品）の状態などがどの
ように変化するかを調べた（本発明例１～７）。比較例として、含水量が３～１０重量％
の範囲外の場合（比較例１，２）、ハイオルソフェノール樹脂および消石灰の何れか一方
を添加していない場合（比較例３～５）についても調べた。
【００６０】
　繊維基材として、乾燥アラミド繊維および含水アラミド繊維の何れか一方を使用した。
ハイオルソフェノール樹脂はノボラック型を使用した。摩擦調整剤あるいは繊維基材とし
て有機材および無機材を使用した。有機材は、カシューダスト、ゴム粉を添加し、無機材
は、マイカ粉末、硫酸バリウム、ロックウール、黒鉛、チタン酸カリウム、酸化鉄、ジル
コニア、マグネシアを添加した。水分含有量は、水を摩擦材原料に対して分散噴霧して水
分率を調整した。
【００６１】
　本発明例１～７および比較例１～５について、摩擦材原料の混合時の粉塵飛散性、混合
後の混合粉の状態、常温プレス成形性について評価した。結果を表１に示した。
【００６２】
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【表１】

【００６３】
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　粉塵飛散性は、目視にて粉塵の発生状況を評価した。飛散なしを「○」、飛散ありを「
×」で示した。
　混合後の混合粉の状態は、混合後、室温に混合粉を４時間放置した後の状態を目視にて
評価した。混合後と比べて変化なしを「○」、一部でも赤く変化（赤化劣化）した場合を
「×」で示した。
　常温プレス成形性は、バックリング（変形）なしで成形できた場合を「○」、成形圧力
を調整することによって許容範囲内で成形できた場合を「△」、成形時にクラックやフロ
ー（混合粉の流れ）によって成形状態が悪い場合を「×」で示した。
【００６４】
　この結果、本発明例１～７では、粉塵飛散性、混合後の混合粉の状態および常温プレス
成形性は良好な結果が得られた。本発明例６（含水量１０％）では、常温プレス成形性は
成形圧力を調整することによって許容範囲内で成形できた。本発明例７（含水アラミド繊
維添加）では、混合手段の内壁の汚れは殆ど認められなかった。
　一方、比較例１～５では、クラックやフローが発生し、常温プレス成形性は何れも悪く
なるものと認められた。
　比較例４（ランダムノボラックフェノール樹脂添加、含水量１％）では粉塵飛散性が認
められ、比較例５（ランダムノボラックフェノール樹脂添加、含水量５．５％）では混合
後の混合粉に赤く変化した状態が認められた。比較例４，５は通常のフェノール樹脂を使
用したものであるが、特に比較例５では混合時に水を添加した直後から赤化劣化が認めら
れ、混合後、暫くすると混合粉が塊状に変化し、プレス成形に供することができない状態
となった。
【００６５】
　このように、ハイオルソフェノール樹脂、消石灰を添加し、含水量を３～１０重量％に
調整することで、摩擦材原料を常温にて成形できることが判明した。
【００６６】
　即ち、本発明の摩擦材の製造方法では、摩擦材原料の混合時および混合後に混合物を取
り出す際に粉塵が発生するのを抑制することが可能となる。さらに、適切な含水量で混合
して混合粉を作製できるため、摩擦材原料を均一に混合し易くなり、その結果、偏析の少
ない均質性に優れた摩擦材を製造することができる。
【産業上の利用可能性】
【００６７】
　本発明の摩擦材の製造方法は、例えば車両等のディスクブレーキ用パッドに使用する摩
擦材の製造に利用することができる。
【符号の説明】
【００６８】
Ａ　　　　混合工程
Ｂ　　　　成形工程
Ｃ　　　　加熱工程
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